
































（参考）研究開発テーマの選定

平成２３年度概算要求における科学・技術関係
施策の優先度判定（平成２２年１０月２２日）

・総合科学技術会議が策定する資源配分方針に
基づき実施、優先度（ＳＡＢＣ）を判定

元気な日本復活特別枠に関する評価会議
（平成２２年１２月１日）

・パブリックコメント、評価会議を経て、
総理による配分額決定

■新成長戦略（平成22年6月18日 閣議決定）
「ライフ・イノベーションによる健康大国戦略」

（別表）成長戦略実行計画（工程表）： ○ 官民連携による高齢者・障がい者等にやさしいハード・ソフトの検討・開発・普及

■新たな情報通信技術戦略 工程表（平成22年6月22日 ＩＴ戦略本部）
「高齢者、障がい者に優しいハード・ソフトの開発・普及」

2010年度中に、関係府省及び関係業界からなる検討体制を構築し、必要なハード・ソフトのイメージ、新技術の開発課題、～等をとりまとめるとともに、2011年度
から、関係府省及び官民の連携の下、必要なハード・ソフトの開発・普及を実施、促進する。

○研究開発・実証 -脳活動情報を活用したコミュニケーション支援技術に関する研究開発（総務省）

■平成23 年度科学・技術重要施策アクション・プラン（平成22年7月8日 科学技術政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員）
３．ライフイノベーション

○心身健康活力社会、高齢者・障がい者自立社会（「病気にならない」、「病気に罹っても苦しまずに治る」、「自立した生活を過ごせる」）の実現に役立つ科学・技

術を開発し、「心身ともに健やかで長寿を迎えたい」という人類共通の願いを実現する。

○ⅳ 施策パッケージ

・高齢者・障がい者の認知機能・身体的機能を補助・代償する機器・システムを開発することにより、高齢者・障がい者の自立と社会参加の支援を行う。

脳情報によるコミュニケーション等では、文部科学省の政策課題対応型研究開発等で得られる知見を総務省、経済産業省の研究開発に活かし、

厚生労働省等が必要に応じて実証等を行い、早期に社会へ導入する。

・在宅における見守り・健康情報サービス等による介護の質の向上と効率化のため、経済産業省、総務省により機器・システムの研究開発を行い、

厚生労働省等が必要に応じて実証等を行い、早期に社会への導入を実施する。

政府全体の施策パッケージとしての研究開発テーマが策定

＜事前事業評価＞
● 「行政機関が行う政策の評価に関する法律（政策評価法）」に基づき、外部専門家・外部有識者の意見等

（情報通信技術の研究開発の評価に関する会合（平成２２年７月２８日）により聴取）を踏まえ、事業計画を評価

事業計画の策定

17



BMI(Brain Machine Interface) PC
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（参考）委託先選考の流れ

情報通信技術の研究開発の評価に関する会合＜基本計画書に関する評価＞（平成２３年２月２５日）
● 外部専門家・外部有識者による「評価検討会」及び「評価会」により、研究開発の基本計画書を評価

情報通信技術の研究開発の評価に関する会合＜採択評価＞（平成２３年５月２７日）
● 外部専門家・外部有識者による「評価検討会※」及び「評価会」により提案書を評価

その結果をもとに委託先を決定 ※評価者氏名は非公表

評価の観点：
・提案された研究開発成果が、基本計画書の目的・目標に沿ったものとなっているか。
・提案された研究開発の手法が、目的を達成するために妥当か。（費用対効果の観点で）技術的に優れているか。

効率的かつ確実に目的を達成できるか。
・研究開発の実施計画が無理なく、効率的に組まれているか。
・研究開発を実施するための体制は適切か。
・その他（新規性、他の研究開発への発展性、範囲外への波及効果、研究機関の実績、標準化への取り組みなど）

公募（平成２３年３月３０日～４月２７日）
・ 基本計画書に基づき委託先を公募

「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（内閣総理大臣決定）
に基づき評価を実施

契約・事業開始
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（参考）コスト縮減の取り組み・委託先への経理監査について

情報通信技術の研究開発の評価に関する会合＜採択評価＞（平成２３年５月２７日）
において、「工夫によるさらなるコストの削減の可能性」について指摘あり

契
約
前

契約段階で受託者と協議し、予算計画（調達方法など）の見直しにより、
契約額を減額 （実施内容・実施体制は変更せず）

実
施
中

具体的な執行（調達）にあたり、１件ごとに事前確認
・ 研究開発実施に必要不可欠な調達か
・ 必要最低限の調達仕様となっているか
・ 二者以上（原則三者）の相見積もりを取得し、最も安いところに発注しているか

不要な調達、過剰な仕様による調達などを排除
適正な執行に努める

実
施
後

総務省職員及び外部監査法人による二重の経理検査を実施
・ 調達に係る一連の書類（仕様書・見積書・契約書・納品書・請求書・領収書など）に不備・不正がないか
・ 人件費にかかる書類（雇用契約書・就業規則・給与証明書・業務従事日誌など）に不備・不正がないか
・ 予算項目間の流用など、適正な範囲内での執行がなされているか

不適切な項目間流用などを指摘し、当該項目に係る計上を認めず

②及び③により、契約額８５４百万円に対し、確定（支払い）額を８３９百万円まで削減

①

②

③

①により当初予算額（全体予算９２３百万円中の委託費８９９百万円）から、５％削減（８５４百万円）
→ 平成２４年度予算には削減を反映済み
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独立行政法人情報
通信研究機構の研
究活動等に関する
外部評価委員会

脳とＩＣＴに関する研究開発推進会議

＜学識経験者、有識者等＞
入來 篤史 （理化学研究所 脳科学総合研究センター チームリーダー）
尾家 祐二 （九州工業大学教育・情報担当 副学長）
北澤 茂 （大阪大学大学院生命機能研究科 教授）
土井 美和子 （株式会社東芝 研究開発センター 首席技監）
東倉 洋一 （国立情報学研究所 副所長）
中西 重忠 （大阪バイオサイエンス研究所 所長）
柳田 敏雄 (座長) （大阪大学大学院生命機能研究科 教授）

＜研究開発代表者等＞
石井 信 （株式会社国際電気通信基礎技術研究所 脳情報通信総合研究所 動的脳イメージング研究室 室長）
大岩 和弘 （独立行政法人情報通信研究機構 未来ICT研究所 所長）
川人 光男 （株式会社国際電気通信基礎技術研究所 脳情報通信総合研究所 所長）
高原 厚 （日本電信電話株式会社 先端技術総合研究所 未来ねっと研究所 所長）
益子 信郎 （独立行政法人情報通信研究機構 執行役 ネットワーク研究本部 副研究本部長）
村田 正幸 （大阪大学大学院情報科学研究科 教授）

文部科学省
「脳科学研究戦略推

進プログラム」

厚生労働省
「脳情報利用障害者

自立支援機器」

総務省

オブザーバ

研究開発方針への各種助言、ＢＭＩ･ＢＦＩ･ＮＩＣＴ間の役割分担

各種指導(進め方等)

情報通信技術の研究開発の評価に関する会合（外部専門家による継続評価（継続の可否の判断）等）

＜運営委員会＞

◎ 北澤 茂 （大阪大学大学院生命機能研究科 教授）
吉峰 俊樹 （大阪大学大学院医学系研究科 教授）
石田 亨 （京都大学大学院情報学研究科 教授）
石黒 浩 （大阪大学大学院基礎工学研究科 教授）
竹嶋 正明 （大阪市都市型産業振興センタ 室長）
佐倉 統 （東京大学大学院情報学環 教授）

＜運営委員会＞

◎ 柳田 敏雄 （大阪大学大学院生命機能研究科 教授）
尾家 祐二 （九州工業大学教育・情報担当 副学長）
山中 直明 （慶應義塾大学 理工学部 教授）
安田 豊 （ＫＤＤＩ研究所会長）
高瀬 晶彦 （日立製作所 プロジェクトリーダ）
木村 丈治 （ＮＴＴ西日本 取締役）

各種指導(進め方等)

研究代表者： 村田 正幸 （阪大）
受託機関： 阪大、ＮＴＴ、ＮＥＣ

総務省委託（ＢＦＩ）

研究代表者： 石井 信 （ＡＴＲ）
受託機関： ＡＴＲ、ＮＴＴ、島津、積水、慶大

総務省委託（ＢＭＩ）

（参考）「脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発」研究開発推進体制

独立行政法人評価委員会

脳情報通信技術の
研究開発

研究代表者：
大岩 和弘
（未来ICT研究所

所長）

NICT自ら
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事業番号 0064

　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　(　総務省　)
事業名 脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発 担当部局庁 情報通信国際戦略局 作成責任者

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度～平成26年度 担当課室 技術政策課 研究推進室 室長　杉野　勲

会計区分 一般会計 施策名 Ⅴ-1 情報通信技術の研究開発・標準化の推進

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
総務省設置法第4条第75号

関係する計
画、通知等

新成長戦略（平成22年6月閣議決定）
新たな情報通信技術戦略（平成22年6月ＩＴ戦略本部）
第三期科学技術基本計画（平成18年3月閣議決定）

平成23年度科学・技術重要施策アクション・プラン（平成22年7月科学技術
政策担当大臣・総合科学技術会議有識者議員）

事業の目的
（目指す姿を簡潔
に。3行程度以内）

現在限られた場所でのみ使用可能なBMI技術（脳の情報を解読し、手足・言語を介さず直接機器等を制御する技術）を、ネットワークを活用
することで日常生活においても適用可能とするために必要な技術の研究開発等、脳科学の知見をICTに応用し、高齢者・障がい者（チャレ
ンジド）の社会参加の拡大等のイノベーションを創成する脳情報通信基盤技術の研究開発を行う。

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

平成26年度末までに、以下の技術を実現。
①ネットワーク型BMI技術
・運動障害を有する方や高齢者が、日常生活における車椅子での移動や家電機器等の操作を実現するために、頭の中で考えた動作・意
図をネットワークを活用して１秒以内に推定し車椅子や家電機器等に伝える技術の確立
②脳の動作原理の活用による、省エネで外乱に強いネットワーク制御技術
・省エネ、自律的、強靱の特徴を兼ね備えた広域ネットワークを実現するための、脳の優れた特徴であるゆらぎ制御の仕組みを活かした
ネットワーク制御基盤技術の確立

実施方法 □直接実施　　　　　□委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

- 0 0

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - - 923 703

補正予算 -

繰越し等 - - 0 0

- - 923 703

執行額 - - 845

執行率（％） - - 91.5%

成果指標 単位 21年度 22年度

％ - -

23年度
目標値

（　　年度）

研究開発成果の確認には終了後一定の期間を要
するのが通常であることから、「諮問第２号「国の
研究開発評価に関する大綱的指針について」に対
する答申」（平成13年11月28日総合科学技術会
議）に基づき、外部有識者による追跡評価（研究
開発終了後5年後を目処）を行い、成果目標の達
成度合いも含めて評価いただくこととしている。こ
のため、成果実績等については現時点では記載
することが困難。

成果実績 - - - -

達成度

活動指標及び活
動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び成
果実績

（アウトカム）

活動実績

（当初見込
み）

件
- -

①4 ②4
③23 ④0

-

―

- (        -        )
（　①7 ②4

　　　③16 ④1　）
（　①12 ②8

　　　③29 ④1　）

単位当たり
コスト

① 211,289（千円／件）
② 211,289（千円／件）
③ 36,746（千円／件）

算出根拠
平成23年度の執行額（845,154千円）を、平成23年度のそれぞれのア
ウトプットの数で除して算出した。

①特許出願数
②論文掲載数
③研究発表数
④報道発表数

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

諸謝金 0.3

0.5

委員等旅費 0.4

職員旅費

12.2

情報通信技術研究開発委託費 689.2

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

電気通信技術研究開発調査費

計 703

✓ 



平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー－ 新23-0008

評価に関する説明

本施策は、高齢者や障がい者の自立支援や社会参加支援に
貢献する技術として実用化による社会的効果が大きいため、
総合科学技術会議「平成23年度科学・技術重要施策アクショ
ン・プラン（平成22年7月）」の登録施策として、重点的に国が
実施すべき事業として明示されている。
不用率について、本件委託研究の採択評価の際、外部有識
者よりコストのさらなる削減についての助言があり、契約段階
で実施計画の見直しを行ったもの。なお、本件による節約効
果は、平成24年度予算においては反映済みである。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事
業となっていないか。

○ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目

単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。

研究の実施手段については、計画段階及び実施中におい
て、外部有識者による評価を受け、実効性の高いものとなる
よう随時見直しを図っている。
外部有識者による評価において、着実に成果が得られている
との評価を受けているものであり、効率的かつ着実に実施し
ている。なお、特許については出願済みが４件、出願準備中
が３件となっており、当初見込みどおりの技術開発が進んで
いる。
総合科学技術会議「平成23年度科学・技術重要施策アクショ
ン・プラン（平成22年7月）」の対象施策として文部科学省・厚
生労働省との連携・分担の下に実施することとされており効
率的かつ着実に実施している。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費

目
・
使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。 実施希望者の公募を広く行い、研究提案について外部有識
者からなる評価会において評価を行い、最も優れた提案を採
択する企画競争方式により、競争性を担保している。
委託経費の執行にあたっては、事前に予算計画書を提出さ
せるとともに、年度途中及び年度末に委託費の支出に関する
証憑書類を提出させ、総務省担当職員が詳細な確認を行うと
ともに、経理検査補助業務を外部の監査法人へ依頼し、専門
的知見も活用しながら経費の執行の効率性・適正性を確保し
ている。

○

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

予算監視・効率化チームの所見

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

○本施策は、対話が困難な障がい者等の意志を相手に伝えたり、意志により対象物を操作する際の手助けを提供する等の応用が期待される基礎的な
研究開発である。このような手助けは、障がい者等と周囲とのコミュニケーションの充実を図り、高齢者や障がい者の自立支援や社会参加支援に貢献
する技術として実用化による社会的効果が大きいものである。一方、脳の研究を情報通信分野に応用する分野は先端的であり、技術の開発には多くの
時間と資金、リスクを要するため、民間企業や大学、地方公共団体単独では技術を確立していくことは困難である。
○本施策については、総合科学技術会議により重要性を評価され「平成23年度科学・技術重要施策アクション・プラン（平成22年7月）」の対象施策として
登録されており、平成22年政策コンテスト「元気な日本復活特別枠要望」においても事業内容に一定の評価を得た上で予算措置されたものである。
○支出先の選定にあたっては、実施希望者の公募を広く行い、研究提案について外部有識者からなる評価会において評価を行い、最も優れた提案を採
択する企画競争方式により、競争性を担保している。また、支出先における委託経費の執行にあたっては、事前に予算計画書を提出させるとともに、年
度途中及び年度末に委託費の支出に関する証憑書類を提出させ、総務省担当職員が詳細な確認を行うとともに、経理検査補助業務を外部の監査法人
へ依頼し、専門的知見も活用しながら経費の執行の適正性を確保している。
○外部有識者による評価において、着実に成果が得られているとの評価を受けていることから効率的かつ着実に実施している。また、総合科学技術会
議「平成23年度科学・技術重要施策アクション・プラン（平成22年7月）」の対象施策として文部科学省・厚生労働省との連携・分担の下に実施することと
されており効率的かつ着実に実施している。

　※類似事業名とその所管部局・府省名
脳科学研究戦略推進プログラム・文部科学
省／脳情報利用障害者自立支援技術開発
実現プロジェクト・厚生労働省

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



※平成23年度実績を記入

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）
（単位：百万

円）

総務省 
８４５百万円 

【公募・委託】 
（応募数：２グループ） 

【公募・委託】 
（応募数：１グループ） 

Ｄ ㈱国際電気通
信基礎技術研究所 

３３４百万円 

Ｇ 積水ハウス㈱ 
 

９９百万円 

Ｅ 日本電信電話㈱ 
 

１２０百万円 

Ｈ 学校法人慶應義塾 
 

４０百万円 

Ｆ ㈱島津製作所 
 

５６百万円 

Ａ 国立大学法人 
大阪大学 
３６百万円 

Ｂ 日本電気㈱ 
 

８０百万円 

Ｃ 日本電信電話㈱ 
 

７４百万円 

【一般競争入札】 
（応札数：３社） 

Ｉ  ㈱シード・プランニング 
４百万円 

【一般競争入札】 
（応札数：５社） 

Ｊ 監査法人ブレインワーク 
０．６百万円 

情報通信技術の委託研究
開発における経理状況検
査に係る業務の請負 

脳情報通信研究開発に係
る倫理・安全面に関する調
査の請負 

Ｋ  総務省職員 
 

０．７百万円 

取得物品の検査、研究開
発に関する会議参加のた
めの職員旅費 

Ｌ  外部委員 
 

０．２百万円 

研究開発に関する会議
に関する委員謝金 

Ｍ  外部委員 
 

０．１百万円 

研究開発に関する会議
参加のための委員旅費 

全体統合、 
脳や生体における
階層構造や適応制
御構造の抽出・解
析 

仮想ｽｲｯﾁｼｽﾃﾑの
設計・開発 

階層化ネットワーク
制御アーキテク
チャ・光トポロジ設
計アルゴリズムの
開発 

全体統合、実験実
施、移動支援機器
の安全制御技術の
開発 
（代表研究機関） 

実環境実験設備・ 
生活支援機器の整
備 

携帯型脳波回路、
準乾式電極の開発 

脳活動データの分
散管理・脳情報解読
の分散手法の設計 

ネットワーク型BMI対
応携帯型脳計測装置
の設計・開発 
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K. 総務省職員

計 0.6

J. 監査法人ブレインワーク

計 4

M. 外部委員

計 0.2

L. 外部委員

計 0.7

金　額
(百万円）

計

E. 日本電信電話㈱

物品費 実験用備品・消耗品等 3132

C. 日本電信電話㈱

消費税 消費税 4

D. ㈱国際電気通信基礎技術研究所

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロック
ごとに最大の金
額が支出されて
いる者について
記載する。費目
と使途の双方で
実情が分かるよ

うに記載）

A.　国立大学法人大阪大学 F. ㈱島津製作所

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

物品費 備品・消耗品等 13 その他経費 ソフトウェア製作外注・旅費等 29

人件費 研究員 9 人件費 研究員 17

その他経費 試験システム外注・旅費等 9 一般管理費 一般管理費 5

一般管理費 一般管理費 3 消費税 消費税 3

消費税 消費税 2 物品費 モジュール試作用部品・リースレンタル 2

計 56

計 36 G. 積水ハウス㈱

B. 日本電気㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）

費　目 使　途

費　目 使　途
金　額

(百万円）
その他経費

実験用装置製作外注・実験環境構築工事外注
等

53

物品費 備品・リースレンタル 21 一般管理費 一般管理費 9

その他経費 ソフトウェア製作外注・旅費

人件費 研究員 16 消費税

一般管理費 一般管理費 7 人件費 1

消費税 消費税 4 計 99

H. 学校法人慶應義塾

計 80 費　目 使　途
金　額

(百万円）

金　額
(百万円）

物品費 備品・消耗品 25

金　額
(百万円）

消費税 5

I. ㈱シード・プランニング

計

研究員

費　目 使　途
金　額

(百万円）
その他経費 測定機部品試作外注・旅費等 10

その他経費 ソフトウェア製作外注 64 一般管理費 一般管理費 3

一般管理費 一般管理費 6 消費税 消費税 2

使　途

費　目 使　途

その他経費

計 74

費　目

0.7

金　額
(百万円）

人件費
脳情報通信研究開発に係る倫理・安全面に関
する調査

4

ソフトウェア製作外注・データベース
構築支援外注等

102

消費税 消費税 16

リースレンタル

人件費 研究員・研究補助員等 101

物品費 備品・リースレンタル等 86 費　目 使　途
金　額

(百万円）

一般管理費 一般管理費 29 人件費 経理検査補助業務 0.6

職員旅費

334

95

費　目 使　途

物品費

旅費

一般管理費 一般管理費 10

費　目 使　途
金　額

(百万円）

その他経費
ソフトウェア製作外注、データ測定
作業外注

6 謝金 研究開発に関する会議に関する委員謝金 0.2

消費税 消費税 6

費　目 使　途

研究開発に関する会議に関する委員旅費

人件費 研究員 3

金　額
(百万円）

旅費 0.1

計 120 計 0.1



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

E.

F.

G.

H.

I.

J.

3
2

1 監査法人ブレインワーク 情報通信技術の委託研究開発における経理状況検査に係る業務 0.6 5 69%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
2

1 ㈱シード・プランニング 脳情報通信研究開発に係る倫理・安全面に関する調査 4 3 100%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
2

1 学校法人慶應義塾
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（高精度脳情報セ
ンシング技術・脳情報伝送技術、実時間脳情報抽出・解読技術　及び　脳
情報解読に基づく生活支援機器制御技術）

40 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
2

1 積水ハウス㈱
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（高精度脳情報セ
ンシング技術・脳情報伝送技術、実時間脳情報抽出・解読技術　及び　脳
情報解読に基づく生活支援機器制御技術）

99 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
2

1 ㈱島津製作所
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（高精度脳情報セ
ンシング技術・脳情報伝送技術、実時間脳情報抽出・解読技術　及び　脳
情報解読に基づく生活支援機器制御技術）

56 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

3
2

1 日本電信電話㈱
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（高精度脳情報セ
ンシング技術・脳情報伝送技術、実時間脳情報抽出・解読技術　及び　脳
情報解読に基づく生活支援機器制御技術）

120 公募・委託 -

3
2

1 日本電気㈱
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（脳の動作原理の
活用による省エネで外乱に強いネットワーク制御基盤技術）

80 公募・委託 -

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 日本電信電話㈱
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（脳の動作原理の
活用による省エネで外乱に強いネットワーク制御基盤技術）

74 公募・委託 -

2
3

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1
㈱国際電気通信基礎技術研
究所

脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（高精度脳情報セ
ンシング技術・脳情報伝送技術、実時間脳情報抽出・解読技術　及び　脳
情報解読に基づく生活支援機器制御技術）

-334 公募・委託

3
2

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 国立大学法人大阪大学
脳の仕組みを活かしたイノベーション創成型研究開発（脳の動作原理の
活用による省エネで外乱に強いネットワーク制御基盤技術）

36 公募・委託 -

2
3



K.

L.

M.

2
1 外部委員 研究開発に関する会議に関する委員旅費 0.1 - -

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

2
1 外部委員 研究開発に関する会議に関する委員謝金 0.2 - -

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率

2
1 総務省職員 職員旅費 0.7 - -

支　出　先 業　務　概　要 支　出　額 入札者数 落札率


	参考



